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 市町村は、最も身近な行政主体として、相談の受付や地域における継続的な自

立支援等について重要な役割を担っています。 

 県は、市町村が住民のニーズに対応した女性支援の施策を円滑に実施できるよ

う、情報提供や関係機関との連携を行います。 

 自己がかけがえのない個人であること、困難に直面した場合は支援を受けるこ

とができる等といった意識の醸成を図るため、関係機関と連携し、性暴力被害防

止や女性支援施策に関する教育・啓発、広報を実施します。 

 

１．女性の人権を尊重する意識づくり 

 

 
 
 
 

 

● 多様な生き方支援課、ジェンダー平等推進センターにおいては、女性に対するあらゆ

る暴力の根絶や、固定的な性別役割分担意識の解消のための教育・啓発を推進します。 

● 広報紙やホームページ等により、女性が困難な問題を抱えた場合に相談できる窓口や

活用できる施策等の周知を図ります。 

 また、市町村に対しても同様に、啓発が行われるよう働きかけます。 

● 幼児教育施設においては、こどもの発達段階に応じた人権を大切にする心を育む教

育・保育を推進します。 

● 学校においては、児童生徒の発達の段階に応じた人権教育や男女平等の理念に基づく

教育等により、児童生徒が性別にとらわれることなく互いを尊重し、自らの意思で行動

できる力を育む教育を推進します。 

● 日本語の理解が十分に出来ない外国人に対しては、外国語パンフレットにより相談窓

口等の情報を提供します。 

● 高齢者や障害のある人にも適切に情報が提供できるよう、関係機関等に協力を依頼し

ます。 

 
 
 
 
 

 

第３章 取組の方向 

（１）教育・啓発の充実 

（２）市町村における施策の促進 
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 困難な問題を抱える女性の背景には、様々な問題が複雑に絡み合っている場合

が多く、年齢や障害の有無、国籍等を問わずに支援の対象となりうることから、

あらゆる人権に配慮したうえで、本人に寄り添い、必要な支援につなぐことがで

きる体制の整備が必要です。 

 また、住民にとって身近な市町村においても、同様に被害者の相談に応じるこ

とができる体制づくりが求められています。 

● 地域の実情に合わせた市町村基本計画が策定されるよう働きかけを行い、市町村事業

の効果的な実施による支援の充実につなげます。 

 

２．困難な問題を抱える女性への包括的かつ継続的な支援 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

● 女性相談支援センターは相談機関の中核として、県内の女性相談支援員や性暴力救援

センター和歌山「わかやまマイン」等と連携し、相談支援を実施します。 

 また、外国人や障害のある方については必要に応じて通訳等を確保して対応し、性自

認が女性であるトランスジェンダーの者については、その状況や相談内容を踏まえ、他

の支援対象者にも配慮しつつ、関係機関等とも連携して可能な支援を検討します。 

● 性的暴力等の相談があった際には、緊急医療等の対応が必要となる場合があるため、

性暴力救援センター和歌山「わかやまマイン」や警察等の関係機関と緊密に連携し、対

応します。 

● ジェンダー平等推進センターにおいては、男女共同参画相談員による総合相談、女性

弁護士による法律相談、女性カウンセラーによるカウンセリング、専門の相談員による

ＬＧＢＴＱ相談を実施し、必要に応じて女性相談支援センターや関係機関等に引き継ぎ

のうえ、連携して対応します。 

● 県国際交流センターにおいて、英語・中国語・フィリピノ語の言語で外国人の生活相

談を実施します。 

● 人権局、各振興局及び公益財団法人和歌山県人権啓発センターにおいて、ＤＶを含む

人権相談に対応し、相談員が必要に応じて法律相談の案内や関係機関等への引き継ぎを

行います。 

● 支援対象者が犯罪被害を受けていた場合、被害者等支援に精通している弁護士による

法律相談を無料で受けられる機会を提供し、犯罪被害者等に対する相談体制の充実を図

ります。 

（１）相談支援体制の充実 
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 困難な問題を抱える女性の生命又は心身の安全が確保されないおそれがあると

きなどに、安全を確保し、心身を休め、自立に向けた準備をするために、本人の

意思に基づき、一時保護を実施します。 

● 民間団体等が実施する相談対応について、必要に応じて県女性相談支援センター等と

連携するよう協力を求めます。 

● 市町村における相談窓口や情報提供窓口の設置を促進し、地域の実情に応じて女性相

談支援センターとしての機能の確保が図られるよう働きかけるとともに、必要な支援を

行います。 

 

 
 
 
 

 

● 女性相談支援センターが一時保護を実施しますが、被害者の状況を考慮して、民間施

設への一時保護委託や県域を越えた一時保護にも対応します。 

 また、居場所がない等の様々な理由により、中長期的な支援が必要となる場合は、女

性自立支援施設への入所決定等も実施します。 

● ＤＶ被害者など秘匿性を担保する必要がある女性、通学・通勤等の社会生活を確保す

ることが優先される女性等、支援を必要とする女性それぞれの状況に応じた一時保護又

は一時保護委託先の確保に努めます。 

● 同伴児や支援対象者本人が未成年者であった場合、児童相談所等と連携し、支援を実

施します。 

● 心理療法担当職員の配置等により、被害者や同伴児の心のケアを実施できる体制を整

備します。 

● 支援対象者が関係機関等への相談や手続きが必要となった場合には、職員が同行し

て、安全の確保を図ります。 

● 外国人の方で在留資格等の手続きが必要な場合には、入国管理局に対して、相談者の

状況を考慮した対応について協力を求めます。 

● 支援対象者の個人情報の取り扱いについては、個人のプライバシーを尊重したうえで

万全を期するものとし、連携・協力する関係機関等への情報管理の徹底を求めます。 

  

（２）一時保護体制の充実 
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 支援対象者の自立とは、経済的な自立のみではなく、安定的に日常生活や社会

生活を営めることを含み、「本人の自己決定」及び「自己選択」が重要な要素と

されています。支援対象者が自己決定できるよう、対象者に寄り添い、十分な情

報提供や支援を実施します。 

 
 
 
 
 

 

● 女性相談支援センターにおいて、支援対象者の自立を促進するため、一時保護委託先

や女性自立支援施設と連携しながら、次のような生活・自立支援を実施します。 

 ① 被害回復にかかる支援  

 心理療法担当職員の配置等により、性暴力等や配偶者等からの暴力被害を受けていた

被害者や同伴児の心のケアを実施します。 

 ② 医療保険等の手続き支援  

 医療保険や年金等の手続きについて助言し、必要に応じて関係機関等への同行支援を

行います。 

 ③ 経済的な支援  

 生活保護制度や児童手当、児童扶養手当等の福祉制度の利用について助言し、必要に

応じて福祉事務所等関係機関等に引き継ぎを行います。 

 ④ 住宅の支援  

 住居が確保できるまで、相談者の希望に応じて、住居探しから入居まで同行等の支援

をします。保証人が確保できない場合は、民間の家賃債務保証会社等の利用について助

言します。 

 ⑤ 就業の支援  

 職業訓練や職場適応訓練等について、ハローワーク等と連携して対応します。 

 ⑥ 子育て支援  

 こどもを預ける必要がある支援対象者に対しては、保育所やショートステイ等の子育

て支援事業の活用について助言し、必要に応じて市町村等に引き継ぎを行います。 

 ⑦ その他の支援  

 離婚手続に関する助言や弁護士による法律相談窓口の紹介等を行います。 

 また、支援対象者の状況に応じて関係機関と連携しながら、施設の退所後においても

安定して自立した生活が営めるよう、繋がり続けるアフターケアの実施を検討します。 

（３）生活支援・自立支援 
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 ＤＶ等の被害を受けた場合、こどもに感情や感覚の調整ができない等の症状が

残ることがあり、場合によっては被害者とこどもを分離して、こどもの心のケア

を行うことがあります。 

 また、こどもに対し、保育の機会や教育の場が確保されるよう対策を講じるこ

とが必要です。 

 支援対象者へ適切な支援を実施するために、支援にかかわる関係機関・団体の

職員に対して、専門的知識の習得や資質の向上を図る必要があります。 

 また、相談支援員は支援対象者の立場に寄り添い、関係機関と連絡調整を行い

ながら必要な支援を行う重要な役割であるため、支援のための能力向上に努める

とともに、相談支援員自身のケア等、その業務をサポートする体制の整備が必要

です。 

 
 
 
 

 

 
 

● 同伴家族に児童がいる場合、児童相談所や市町村の児童福祉主管課、教育機関等と連

携し、対応します。 

 また、児童相談所をはじめ学校、保育所、幼稚園等こどもに関わる機関は、こどもの

心のケアについて連携して支援します。 

● 住民票の登録がなされていない場合でも、保育所や母子保健サービス等の子育て支援

事業が受けられることについて助言し、必要に応じて市町村等に引き継ぎを行います。 

● 転校等が必要な場合には、教育委員会等に協力を求めます。 

 また、教育委員会等に対しては、支援対象者等の情報管理の徹底を求めます。 

 

３．困難な問題を抱える女性への支援体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 

● 特に支援の中核機関となる、女性相談支援センター、女性相談支援員、女性自立支援

施設においては日常的に連携し、包括的・継続的な支援体制を充実させます。 

● 女性相談支援センターは、これまで蓄積したノウハウを活用し、女性相談支援員や市

町村の相談窓口担当職員、関係機関等に対して実践的な研修を実施し、地域における支

援者の育成に努めるとともに、相談対応能力の向上を支援します。 

（４）同伴児童等への支援 

（１）支援体制の充実 
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 女性支援の実施については、多岐にわたる支援が必要となる場合も多くあり、

支援対象者本人を中心に、すべての関係機関等が連携・協働することが重要で

す。 

 また、相談・保護・自立支援の各段階において、関係機関等が各々の役割を認

識して、必要な支援を的確に行うためには、日頃から情報交換や、女性支援に関

する協議を行う場が必要となります。 

● 研修会等に、女性相談支援員や支援に携わる者等を講師として派遣するなどの支援を

行います。 

● 相談支援員自身が数多くの相談を受けるうち、心理的負担により落ち込んでしまった

り、無気力状態になるなど否定的な心理状態に陥ったりすることがあるため、相談支援

員の様子の変化に十分配慮し、心理療法担当職員によるカウンセリングを実施したり、

必要に応じて専門医の受診につなげる等早期発見、早期対応に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

● 女性支援は様々な分野に関係するため、男女共同参画や児童福祉等に関わる職員に対

しても情報共有等を行うなど、女性支援に関連する部局間における理解を促進させま

す。 

● 女性相談支援センターや児童相談所、配偶者暴力相談支援センター、性暴力救援セン

ター和歌山「わかやまマイン」等関係機関により構成される会議体（ＤＶ被害者支援ネ

ットワーク会議（全体会・振興局単位の会議））を支援調整会議として活用し、支援対

象者が適切な支援を受けられる体制を整備します。 

● 既存の関係団体ネットワークを通じて関係機関等の相互の連携強化を図り、研修等を

通じた情報共有等により、女性支援にかかる理解や認識を深めます。 

 共有される情報内に個人情報が含まれている場合、個人情報の保護に関する法律等関

係法に基づき適切に取り扱います。 

● 支援対象者への支援については女性自立支援センターにおいて、個別ケース会議によ

り決定します。 

● 特に、虐待等の家庭環境を背景とする若年女性のうち未成年の一時保護に際しては、

困難な問題を抱える女性であると同時に児童でもあることから、児童相談所と適切に連

携する体制を確保します。 

 

（２）関係機関との連携強化 
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 民間団体や被害者支援団体の中には、相談や保護等の支援についてノウハウや

経験が豊富にある場合があります。行政だけで被害者の支援を行うには限界があ

り、このような民間団体等と連携することで、よりきめ細かな支援の実施が期待

されます。 

● 女性相談支援センターや女性相談支援員は、地域の民生委員や児童委員、人権擁護委

員、保護司及び更生保護事業を営む者等と協力・連携し、円滑な支援を実施します。 

● 各市町村単位での支援調整会議が設置されるよう、促進します。 

 

  

 

 

 

● 民間団体等との連携を図りながら、より効果的に啓発活動や自立支援等を実施すると

ともに、支援対象者が早期に相談につながるための取り組みや、行政機関に相談するこ

とのハードルが高いために相談窓口にたどり着けない女性、支援を受けられることに気

づかない女性等がいることに配慮した居場所の提供等に関する取り組みについて、実施

を検討します。 

● 近接分野において活動している団体等への情報提供等により、事業実施への協力を働

きかけ、各地域における支援の実質的な担い手となるような、女性支援を行う意向のあ

る民間団体の立ち上げ支援や、運営・人材育成の支援について、検討します。 

 

（３）民間団体との連携強化 


